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1. はじめに	
本研究ではEnd-End間で複数経路，複数無線チャネルをも
つ無線メッシュネットワーク	 (WMN)に着目し，適応的なデー
タ転送制御を目指す．先行研究では1つの経路上で複数のチャ
ネルを有効に利用するSoftware	defined	multi-radio	WMNを
提案し，フロー単位の消費帯域に基づいて，パケットロス回
避のためにパケットロスが発生しない範囲で複数チャネルの
利用制御を行った[1]．しかし，メッシュ環境では複数の経
路を確立出来るが，利用するのは1経路のみであった．一方，
ネットワーク上のフローにはパケットロスを重視するものに
加えて，コンテンツ配信等の遅延を重要視するものも存在す
る．そこで本研究では，アプリケーション毎に存在する要求
と経路毎の通信特性の違いを考慮した経路の選択方式を提案
する．	

2. 先行研究（フロー集約手法）	
先行研究では，1経路中の複数チャネルに対して特定のチャ
ネルにフローを集約する手法を提案した[1]．本手法では，
新規フロー到着時は，フローの使用する帯域が不明のため，
パケットロスの発生確率が最小となる，残余帯域が最大のチャ
ネルを利用する．その後，統計情報取得時にフローの使用す
る帯域が分かるため，パケットロスが発生しない範囲で，残
余帯域の小さいチャネルにフローを集約する．	
残余帯域は，一定期間毎に取得するSDNの統計情報より得
られるパケット数とバイト数，無線の伝送レートを用いてチャ
ネル占有時間（Airtime）を求め，期間中の未使用の時間を
残余Airtimeとして推定し用いる．	

3. 提案手法	
本研究では，End-End間で遅延の異なる複数の経路が存在
する環境を前提とし，フロー単位で帯域に加えて遅延要求も
考慮して適切な経路を選択する方式を提案する．これらの経
路は空間的に十分に離れており，各経路で異なるチャネルを
1つ利用するトポロジを想定する（図1）．新規フロー到着時
は先行研究と同様にフローの帯域や遅延といった特性が不明
のため，残余帯域が最大の経路を選択する．	
その後，統計情報取得時には，帯域に加えて（1）経路毎
の遅延特性と（2）フロー毎のアプリケーション要求を考慮
して，帯域と遅延のアプリケーション要求を満たす経路を選
択する．統計情報を取得したフローは，まず残余帯域が小さ
い経路から順にその経路を選択した際の帯域と遅延の状態を
見積もる．見積もりの結果よりその経路を選択した場合にパ
ケットロスが発生しないかつ，遅延の要求を満たしている場
合にのみその経路を選択する．また，提案手法では，経路の
遅延特性はホップ数に比例すると想定した．	

4. 実験環境	
本実験では，図1に示す様に，異なる1つのチャネルが利用
された4hopの経路1と3hopの経路2を論理的に構築した．フロー
生成・受信に用いるPC1，PC2，PC3，PC4をそれぞれVAP1，
VAP2，VAP4，VAP7に有線接続する．実験では，1Mbpsの背景
フローがPC2からPC3へ送信している状態で，要求ホップ数が
3で1MbpsのフローがPC1からPC4へと送信する．この制御対象
フローは低遅延を要求するものとし，3ホップの経路1に転送
した場合，要求品質を満足できる．また，別研究でフローの
要求品質の把握方法について研究を行なっているため，でき
ると仮定する．	

5. 結果考察	
対象フローの経由ホップ数を図2，図3に，フロー集約手法
と提案手法における各経路の残余Airtimeの割合を図4，図5
にそれぞれ示す．図2，図3の横軸は，対象フローが新規到着
からの経過時間を示し，縦軸は対象フローの経由ホップ数を
表している．図4，図5の横軸は，同様に経過時間で，縦軸は
各経路の残余Airtimeの割合である．これは，通信開始時点
で背景フローが経路1に割り当てられているため，図4，5に

示しているように残余Airtimeが最大の経路2を選択した事が
分かる．その後，フロー集約手法では5秒の時点で対象フロー
のホップ数が変化している．これは，対象フローの帯域が5
秒の時点で計測され、その結果、経路1で集約可能と判断し
て切り替えている事が図5の残余Airtimeからも分かる．これ
に対し，提案手法は残余Airtimeを計算した際に，アプリケー
ション要求と経路の通信特性の双方を考慮した結果，集約を
行わずに経路2での通信を継続していることが図3，5からも
分かる．なお，図2では5秒，図3では2秒でフロー積み替えの
判断を行っているが．これは，統計情報取得のタイミングが
実験毎に異なるためである．	
以上より，フロー集約手法では，フロー積み替えによって
フローの遅延要求を満たせない場合が発生するのに対して，
提案手法では，積み替え時にフローの遅延要求と経路の遅延
特性の双方を考慮する事で，アプリケーション要求を満足す
るフロー制御が可能となる事が分かった．	

6. まとめ	
本研究では，先行研究で提案されているフロー集約手法で
考慮されていたパケットロスに加え，フロー毎と経路の遅延
特性を考慮した経路制御手法を提案し，その有効性を実証実
験によって明らかにした．今後の課題として，複数経路・複
数チャネルの環境でのフロー制御手法の検討する．	
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図1	実験環境

図2フロー集約手法における
対象フローの経由ホップ数

図3提案手法における	
対象フローの経由ホップ数

図5提案手法における	
残余Airtimeの変化
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図4フロー集約手法における
残余Airtimeの変化
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